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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は、家族主義福祉レジームの改革期にある日本を主要な分析対象として、他の先
進福祉国家との比較の観点をとり入れながら、国家－家族関係の再編、家族モデルやジェ
ンダー関係・規範の再定義をともなう政治、すなわちジェンダー政治の展開過程を分析す
る。分析の結果、新たなアクターの政策過程への参加、家族主義レジームの強化を求める
政治勢力の存在、政治制度と政治的言説の連動、レジーム改革が地方レベルの政治過程へ
与える影響が確認できた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
  This study explores the development of gender politics by analyzing the 
restructuring processes of Japan’s familialist welfare regime with a comparative 
perspective. Gender politics is a term referring to the politics not only of reforming the 
state-family relations but also of redefining ‘family’ and gender relations and norms. 
Through several case studies, this study found; participation of new political actors in 
the policy-making processes: existence of a political force aiming to reinforce the core 
principles of the familialist regime: correlations between political institutions and 
political discourses: and influence of the regime change on the politics of local 
governments. 
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１．研究開始当初の背景 
  
 1980 年代までの日本の福祉レジームは、
国家や社会による家族支援が限定的で、個人
の社会保障の多くが家族に委ねられるとい
う特徴を持つ。このような特徴は、社会民主
主義福祉レジーム、保守主義福祉レジーム、
自由主義福祉レジームとは区別される「家族
主義福祉レジーム」に分類することができる。
家族主義福祉レジームにおいて福祉の生
産・供給主体として重要な役割を果たしてき
たのが家族であるが、そこで想定される家族
とは男性と女性の性別役割分業に依拠した
「男性稼ぎ主型」の家族であったし、また
1980 年代までのさまざまな社会政策（社会
保障、労働、教育政策など）も、そのような
家族の形成と維持を促すような仕組みを取
り入れていた。 
 しかし、近年の日本では、介護や少子化、
非婚化が社会問題となり、男性稼ぎ主型家族
を前提とした労働市場、家族、教育システム
の間の強固な制度的補完性が家族の形成を
妨げるという逆機能を呈するようになった
といわれる。このような状況を踏まえ、1990
年代以降の日本においては福祉レジームの
改革が政策課題となったが、それは福祉国家
と家族との間の関係の再定義にとどまらず、
想定される家族像、男性と女性の間の役割分
担（性別役割分業）や、男らしさ、女らしさ
というジェンダー規範の改革までもが含意
される。本研究ではこのような国家－家族関
係の再編、性別役割分業やジェンダー規範の
再定義をともなう政治過程をジェンダー政
治という概念で捉える。 
 日本におけるジェンダー政治の展開は、複
数の政策領域にまたがって観察することが
できる。研究代表者はこれまで、介護保険法
の制定と改正、児童手当法の改正、児童虐待
防止法の制定と改正、DV 防止法の制定と改
正、教育基本法の改正という政策過程をとり
上げ、政治アクター間の論争のなかでどのよ
うな対立が生じているのか、政治アクターが
自らの政策案を正当化するために用いてい
る言説のなかで参照され、あるいは規範化さ
れている家族像とはどのようなものである
のかについて分析した。言説分析の結果、改
革の方向性をめぐる対立軸として、①性別役
割分業の維持あるいは改革、および②家族の
経済的責任の維持あるいは軽減、という二つ
の軸が存在することが観察された。そして、
その二つの対立軸によって区分される形で、
政策論争のなかで提示される家族像として
４つのモデルが存在することも明らかにな
った。以上の成果は、博士論文としてまとめ
られた。 
しかし、上記のような福祉レジームと家族

モデルの再編を推進しているのはどのよう
な政治アクターであるのか、改革の方向性を
めぐり対立が存在する中で、どのような政治
的な連合が形成されレジーム再編が進めら
れているのかという政治過程については十
分に検討されていなかった。そこで本研究で
はこの点を明らかにすることが課題となる。 
  
 
２．研究の目的 
  
本研究の目的は、家族主義福祉レジームに
分類される日本の政治経済体制を支えてき
た男性稼ぎ主型家族モデルの維持・改革をめ
ぐって繰り広げられている、現代日本におけ
るジェンダー政治の展開を明らかにするこ
とである。具体的には以下の二つの点に着目
する。 
 第一に、家族主義福祉レジームの改革過程
において、従来から政策決定への影響力を持
ってきた政治アクター（政党、政府・行政機
関、利益団体等）と、それ以外の市民社会ア
クター（例えば女性団体や組織化されていな
い有権者など）との関係がどのように変化し
てきたかという点を明らかにする。 
 第二に、比較福祉国家論や比較社会政策、
ジェンダー政治研究などの先行研究の成果
を踏まえ、現代日本におけるジェンダー政治
の諸特徴を国際比較の観点から位置付ける
ことである。 
 
３．研究の方法 
  
 まず日本におけるジェンダー政治の展開
過程を分析するために、新聞・雑誌記事のほ
か、国会議事録や各省庁の公表する政策文書、
政治アクターの出版物・回顧録等、利益団
体・市民社会組織等が公表する文書を収集し、
分析する。さらに、政策決定に関わるアクタ
ーからの聴き取り調査を行う。 
 さらに、日本の事例を他の先進福祉国家と
比較し、とりわけ同じ家族主義レジームに分
類される南欧諸国のレジーム改革との共通
点を探るため、研究書や調査報告等の二次文
献を収集するとともに、ヨーロッパの学会に
出席して比較福祉国家論や社会政策・家族政
策領域の最新の研究成果を吸収する。その上
で、家族主義福祉レジームにおけるジェンダ
ー政治過程の特徴を析出する。 
 
 
 
４．研究成果 
  
 家族主義福祉レジームの改革をめぐる政
治過程について分析した結果、以下のことが
明らかとなった。 



 

 

 
（１）第一に、既存の政策の機能不全を指摘
し、改革を政策アジェンダ化するという過程
において、「55 年体制」下とは異なる、新た
なアクターが大きな役割を果たした事例が
みられた。例えば、DV 防止法の制定過程に
おいては女性参議院議員と、市民社会におい
て DV被害者を支援してきた支援者・当事者
組織との連携が、政策形成を推進する主要因
であった。 
 
（２）第二に、福祉レジームの再編方向とし
て先行研究によって指摘されてきた３つの
ルート（両立支援、市場志向、労働削減）に
加え、強い家族の再創出をめざす「家族強化
ルート」を意図するアクターと言説の存在が
観察された。このアイディアの中核は、性別
分業家族が福祉責任の多くを担うという家
族主義福祉レジームの基本的制度設計を維
持したまま、脱工業化社会において生起する
さまざまなニーズやリスクに応えられるよ
うな「強い家族」を、教育・啓蒙的な方法で
作り出そうとするものであるといえる。比較
福祉国家論においてこれまであまり注目さ
れなかったこのような側面を指摘したこと
が第二の成果である。 
 ここまでの成果については、『家族主義福
祉レジームの再編とジェンダー政治』（ミネ
ルヴァ書房、2012 年 3 月）として発表した。 
 
（３）第三に、1990 年代以降の政治制度の変
容と新しい言説の登場についての関係につ
いて労働政策および教育政策を事例に検討
した結果、以下のことが明らかになった。ま
ず、両事例において共通することは、政策形
成の場の移行がみられることである。すなわ
ち、1990 年代以降、官邸・内閣府の下につく
られた諮問機関や会議における方針決定が
改革の基本的な方向性を決めることが増え
た。この変化は、既存の政策形成からは排除
されてきた新しいアクターが政策過程に参
加し、彼ら・彼女らのアイディアが執政府に
よってとり上げられる機会が増えたことを
意味する。またこのことは、市民社会と国家
との関係の変容も含意している。すなわち、
政党や利益団体など社会に存在する利益の
集約・媒介機能を果たしてきた中間集団が持
つ政策過程への影響力が低下する一方で、政
治リーダーがメディア等を通じて有権者に
直接訴えかけるような言説を駆使し、政策ア
イディアへの支持を取り付けるという動員
的言説がしばしば用いられるようになった。 
ただし、この変化がどのような政策選択に

結び付くかということは争点ごとに異なる。
教育政策の場合には、この手法は男女の役割
分業を肯定する伝統的な家族像を求めるよ
うなアイディアの正当化に用いられたが、労

働政策の場合には、非正規やパート労働者と
正規労働者の間の格差是正というアイディ
アにつながる可能性を有している。 
 これらの成果については学会（2012年7月）
および論文（近刊）で公表した。 
 
（４）第四に、地方政治における女性政治ア
クターの増加という現象を、家族主義福祉レ
ジームの変容という文脈において捉えるこ
とができることを指摘した。地方レベルでは
2000 年以降、女性の首長が顕著に増加してい
る。この原因を探るために女性首長の経歴調
査と事例分析を行った結果、結論として、首
長として登場してきた女性たちには 2種類の
キャリアパスの存在が確認できること、女性
首長たちの共通点として、地方行政の外部か
らの出身者が多いこと、選挙キャンペーンに
おいては旧来型の地方政治行政に対する有
権者からの批判を当選に結び付けているこ
と、当選後は子育て支援などケア関連の政策
と行財政改革を推進していることが明らか
になった。 
 この成果については学会（2012 年 5 月）で
発表し、2013 年度中に論文として公表する予
定である。 
 
 残された課題として、日本と他の家族主義
福祉レジーム諸国におけるジェンダー政治
の展開過程の比較があげられる。とりわけ、
本研究期間中に収集した南欧諸国のレジー
ム再編過程については、分析の途上にある。
引き続き、この分析作業を進めていきたい。 
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